様式第１号（第４条関係）
年　　月　　日
　伊予市長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　申請者
所在地
事業者名　
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　印
連絡先
企業立地奨励措置等指定申請書
伊予市企業誘致促進条例第４条の規定に基づく指定を受けたいので、同条例第５条の規定により次のとおり関係書類を添えて申請します。
　添付書類
　　１　事業計画書
　　２　法人登記事項証明書又は住民票抄本
　　３　定款又は規約
　　４　最近１期分の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（欠損金処理計算書）
　　５　有価証券報告書等の企業グループであることを証明できる書類（申請者が企業グループの構成企業である場合）
　　６　土地の登記事項証明書及び申請位置図
　　７　配置図及び設計図
　　８　見積書又は契約書の写し
　　９　貸借又はファイナンスリース契約書の写し（貸借又はファイナンスリース契約による投下固定資産税がある場合）
　　10　援助、あっせん又は便宜の供与を受けようとする場合は、その事項の内容
　　11　納税証明書
　　12　建築基準法第７条第５項に規定する検査済証の写し
　　13　その他参考資料として市長が必要と認めた書類
（別紙）
事　業　計　画　書
１　事業所の概要
	住所又は所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

	氏名又は名称
	
	代表者氏名
	

	資本金又は出資額
	千円
	従業員数
	人

	業種及び事業概要
	

	その他参考事項
	


２　企業立地計画
（１）　計画の概要（新設・増設・移転）
	目　的
	

	所在地
	

	用途地域
	

	規　模
	土　地
	㎡
	建　物
	㎡

	事業費
	千円　

	工事期間
	着　手
	年　　月　　日
	完　成
	年　　月　　日

	操業予定
年月日
	年　　月　　日

	従業員数
	人（うち新規雇用従業員　　　人）


　（２）　事業費内訳
	区　　　分
	種別、規模、能力、数量等
	取得額（千円）

	土　　　地
	
	

	建　　　物
	
	

	構　築　物
	
	

	機械装置
	
	

	公害防止施設
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　　　計
	
	


　　（注）１　計画期間が１年を超えるときは、年度別内訳を付すこと。
　　　　　２　区分ごとに明細書を付すこと。
　　　　
（３）　資金計画
	区　　分
	金額（千円）

	自己資金
	

	事業用資産売却
	

	借入金
	

	その他
	

	合　計
	


　　
（４）　既存の事業の概要
	区　　　分
	種別、規模、能力、数量等
	帳簿価格（千円）

	土　　　地
	
	

	建　　　物
	
	

	構　築　物
	
	

	機械装置
	
	

	公害防止施設
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　　　計
	
	


　　（注）１　決算書又は試算表を付すこと。
　　　　　２　増設の場合は、既設の建物平面図及び明細書を付すこと。
３　雇用計画（新規雇用従業員の内訳）
	住所
	氏名
	年齢
	住民基本台帳に
記載された日
	新規雇用年月日
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	　　　　　　人


　　（注）　短時間労働者の場合は、備考欄に「短」を記入のこと。
４　援助、あっせん又は便宜の供与を受けようとする事項の内容

